
令和３年度執行事務事業

施策名 基本事業 番号 事務事業名

子育てと仕事の
両立支援

多様で弾力的な保育環境の充実 1 栃木県子育て支援員研修参画事業

2 保育施設等新型コロナウイルス感染症対策事業

3 保育士宿舎借り上げ支援事業

4 保育所運営事業

5 特定保育施設等給付事業

6 保育施設等利用給付事業

7 民間保育所特別保育運営支援事業

8 広域保育事業

9 地域子ども・子育て支援事業

10 栃木県保育協議会参画事業

11 栃木県社会福祉協議会参画事業

12 県南部地区保育研究会参画事業

13 育児休業取得促進啓発事業



年 月
年度

３

２

２

１

子育て支援の仕事に関心を持ち、子育て支援
分野の各事業等に従事することを希望する者
に対し、多様な子育て支援分野に関する必要
となる知識や技能等を修得するための子育て
支援員制度を創設し、これらの支援の担い手
となる子育て支援員の資質の確保を図ること
を目的とする県の事業への市町村別負担金。

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円

成果指標 単位

人件費計（B) 千円 38 38 38

事業費計（A) 千円 134 114 99

その他 千円

Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

必要とする子育てと仕事の両立支援が受けら
れる。

上位成果指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

子育てと仕事を両立できてい
る保護者の割合(小学生）

％ 79.5 84.3 79.6 84.1 79.0

事務事業マネジメントシート

事務事業名 栃木県子育て支援員研修参画事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 5675 一般 3 2 1 栃木県子育て支援員研修参画事業

事業
計画

単年度繰り返し
事業
期間

H27年度～　　年度
根拠
法令

条例等

子ども・子育て支援法
児童福祉法

36 36
トータルコスト（A)＋（B) 千円 172 152 137 133 133

人
件
費

正規職員従事人数 人 1 1 1 1 1
のべ業務時間 時間 10 10 10 10 10

97負担金 134 負担金 114 負担金 99 負担金 97 負担金

97 97
項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

一般財源 千円 134 114 99 97 97

県支出金 千円

地方債 千円

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（実績）

国庫支出金 千円

こどもクラブ入所率
（４～６年生）

％ 14.2 14.6 16.0 18.2 22.7

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

こどもクラブ入所率
（１～３年生）

％ 42.2 41.9 42.5 43.3 47.6

①育児経験や職業経験など多様な経験を有
し、地域において子育て支援分野の各事業等
の職務に従事することを希望する者
②子育て支援の担い手となる子育て支援員の
資質の確保を図る。

対象指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

①児童が放課後安心して過ごすことができる。
②安心して預けられ、仕事との両立ができて
いる。

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

小学生数（5月1日現在） 人 5,890 5,811 5,731 5,591 5,556

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和３年度実績（令和３年度に行った主な活動内容）

こどもクラブ入所児童数
（5月1日現在）

人 1,620 1,626 1,639 1,672 1,885

事業費の主な内訳
子育て支援員研修参画事業負担金（人口割）　97千円

活動指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

事業分類 参画事業

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約

１．事務事業の現状把握【DO】
（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事
業
区
分

短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 任意的事業

実施方法 直営

政　　策 安心して子育てのできるまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

施　　策 子育てと仕事の両立支援 実施計画事業・一般事業 一般事業
基本事業 多様で弾力的な保育環境の充実 市単独事業・国県補助事業 市単独事業

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 こども福祉部 担当課 こども課

基本目標 健やかで元気に暮らせるまちづくり 担当係 こども育成係 担当課長名 鈴木　秀明

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 4 6 24 日
評価対象年度　令和 3 政策体系コード 3221



有
効
性
評
価

成
果

向
上

維
持

〇 ×

低
下

× ×

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

　国庫補助後の残額を、県と市で分担しているため削減の余地はない。

公
平
性
評
価

受益者負担を求める必要が
ない

理由・
改善案

　市の職員や会計年度任用職員を対象とした研修会への参画事業であり、市の負担分を交付する
事業であるため、受益者負担を求める余地はない。

（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

現状維持（従来通り実施）
廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト

結びついている
理由・
改善案

　放課後の児童の健全育成を図るため、こどもクラブを運営する支援員を育成することにより、安心
して預けられる環境を整えることで、保護者の子育てと仕事の両立に繋がる。

市が行わなければならない
理由・
改善案

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

現状維持

２．事務事業の事後評価【Check】

目
的
妥
当
性
評
価 ③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

総
合
評
価

子育て支援員に関する研修等の新しい制度ができた場合は、現事業は廃止となる。

類似事務事業名

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

類似事務事業はない
理由・
改善案

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

子育て支援員研修は、子ども・子育支援法に基き、全国共通の子育て支援員研修制度を創設し、国
庫補助を受けた残りの金額を県と市でそれぞれ１/4分担することと定められた事業であるため。

妥当である
理由・
改善案

　子育て支援員研修は子育て支援分野の仕事に関心を持ち、これらの各事業等に従事することを
希望する者等を対象に実施するものであるため。

成果向上余地がある程度あ
る

理由・
改善案

　支援の担い手を確保することで、育成支援環境の向上と受入れ児童数の増加を図ることができ
る。

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

　子ども・子育て支援法に基づく事業について、子どもが健やかに成長できる環境や体制が確保さ
れるよう、全国共通の子育て支援員研修制度が創設されたことにより、栃木県で支援員研修会が開
催されることを受け、参画することになった。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や
国・県などの法令等、社会情勢など）は
事務事業の開始時期や合併前と比べて
どのように変化していますか？

　法の改正により放課後児童健全育成事業の対象年齢を「概ね１０歳未満」から「小学校に就学して
いる」児童となり、核家族化の進行や共働きの増加等により、こどもクラブ入所児童数は年々増加し
ている。国は「小１の壁」対策として、平成２７年度から５年間でこどもクラブ受入れ児童数を３０万人
増加させる方針である。

③この事務事業に対して、関係者（市
民、議会、事務事業対象者）からどのよ
うな意見・要望がありますか？

　受講希望者から趣旨、目的、対象者について問い合わせが出されている。

B表（事後評価シート）

事務事業名 栃木県子育て支援員研修参画事業 担当部 こども福祉部 担当課 こども課 担当係 こども育成係



年 月
年度

３

２

２

１

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 4 7 1 日
評価対象年度　令和 3 政策体系コード 3221

施　　策 子育てと仕事の両立支援 実施計画事業・一般事業 一般事業
基本事業 多様で弾力的な保育環境の充実 市単独事業・国県補助事業 国県補助事業

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 こども福祉部 担当課 保育課

基本目標 健やかで元気に暮らせるまちづくり 担当係 保育係 担当課長名 向田　裕

事業分類 現金・現物給付事業

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約 該当なし

１．事務事業の現状把握【DO】
（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事
業
区
分

短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 任意的事業

実施方法 直営

政　　策 安心して子育てのできるまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和３年度実績（令和３年度に行った主な活動内容）

事業費 千円 0 29,529 16,781

新型コロナウイルス感染拡大防止のため、公立保育園においてマスク、体温計、消毒液、サーキュレータ等を購入した。
また、民間保育施設及び地域こども子育て支援事業を実施する施設に対して新型コロナウイルス感染拡大防止のための
マスク、消毒液、体温計、空気清浄機等の購入費用に対して補助金を交付した。
換気を効率よく行うため、市内公立及び民間保育施設等に二酸化炭素濃度測定器を支給した。

活動指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

補助施設数 施設 0 44 39

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

補助施設数/市内保育施設等
数

％ 0.0% 88.0% 78.0%

市内の保育園、幼保連携型認定こども園、地
域型保事業所及び認可外保育施設

対象指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

市内保育施設での新型コロナウイルス感染拡
大を防止する。

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（実績）

国庫支出金 千円 29,529 15,185
県支出金 千円 656
地方債 千円

一般財源 千円 940
29,529 16,781

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

2,441

委託料 385 備品購入費 2,453

需用費 2,730 需用費

11,887

負担金・補助金 23,201

備品購入費 3,213 負担金・補助金

1,364 1,091
トータルコスト（A)＋（B) 千円 0 0 0 30,893 17,872

人
件
費

正規職員従事人数 人 1 2
のべ業務時間 時間 375 300

事務事業マネジメントシート

事務事業名 保育施設等新型コロナウイルス感染症対策事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 6303 一般 3 2 5 新型コロナウイルス感染症対策事業

事業
計画

単年度繰り返し
事業
期間

　R1度～　　年度
根拠
法令

条例等

佐野市民間保育所運営費等補
助金交付要綱

Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

必要なサービスが受けられる。 上位成果指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

0歳児・1歳児の入所児童数 人 561 602 581

新型コロナウイルス感染拡大防止のため、公
立保育園でマスク、消毒液、サーキュレータ等
を購入するための費用と民間保育園、幼保連
携型認定こども園、地域型保育事業所、認可
外保育施設が新型コロナウイルス感染拡大防
止のため、マスク、消毒液、空気清浄機等を購
入するための費用を補助する。
また、地域子ども子育て支援事業を実施する
施設に対しして、新型コロナウイルス感染症感
染拡大防止のための費用を助成する。
換気を効率よく行うため、市内保育施設等に
二酸化炭素濃度測定器を支給する。

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円

成果指標 単位

人件費計（B) 千円 0 0 0

事業費計（A) 千円 0 0 0

その他 千円



B表（事後評価シート）

事務事業名 保育施設等新型コロナウイルス感染症対策事業 担当部 こども福祉部 担当課 保育課 担当係 保育係

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

新型コロナウイルス感染症の流行により、保育施設等の感染予防及び感染拡大防止の観点から国
の保育対策総合支援事業費補助金及び子ども・子育て支援交付金による、感染拡大防止に係る費
用が補助されることとなった。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や
国・県などの法令等、社会情勢など）は
事務事業の開始時期や合併前と比べて
どのように変化していますか？

新型コロナウイルス感染症の流行が収束して、園児や職員の健康、安全が守られる。

③この事務事業に対して、関係者（市
民、議会、事務事業対象者）からどのよ
うな意見・要望がありますか？

新型コロナウイルス感染拡大防止に係る費用について、保育施設から金銭的な負担軽減が求めら
れている。

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

園児・職員の健康、生命を守るため、感染症の予防、感染拡大防止対策は市が行わなければなら
ない。

妥当である
理由・
改善案

市内の保育施設における園児・職員の健康、生命を守り、保育を継続するため感染症の予防、感染
拡大防止対策を行う。

成果向上余地がない
理由・
改善案

国が主導する補助事業のため、補助対象事業費が国の要綱によりきめられているため。

類似事務事業名 新型コロナウイルス感染症対策事業費（市単独）

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

類似事務事業はあるが、統
合・連携できない 理由・

改善案

国の補助対象事業を優先するため。

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

総
合
評
価

新型コロナウイルス感染症の流行が収束し、国の補助制度が終了したとき。

現状維持により対象外

結びついている
理由・
改善案

各保育施設において新型コロナウイルス感染症の予防、感染拡大防止することで、安心して保育が
できる環境を作ることを目的としている。

市が行わなければならない
理由・
改善案

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

現状維持

２．事務事業の事後評価【Check】

目
的
妥
当
性
評
価 ③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

現状維持（従来通り実施）
廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

国が主導する補助事業であり、市単独での事業費削減はできない。

公
平
性
評
価

受益者負担を求める必要が
ない

理由・
改善案

国が主導する補助事業であり、制度の趣旨から受益者負担を求めることはそぐわない。

有
効
性
評
価

成
果

向
上

維
持

○ ×

低
下

× ×



年 月
年度

３

２

２

１

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 4 7 1 日
評価対象年度　令和 3 政策体系コード 3221

施　　策 子育てと仕事の両立支援 実施計画事業・一般事業 実施計画事業
基本事業 多様で弾力的な保育環境の充実 市単独事業・国県補助事業 国県補助事業

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 こども福祉部 担当課 保育課

基本目標 健やかで元気に暮らせるまちづくり 担当係 保育係 担当課長名 向田　裕

事業分類 支援事業

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約 ３－③－２

１．事務事業の現状把握【DO】
（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事
業
区
分

短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 任意的事業

実施方法 直営

政　　策 安心して子育てのできるまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和３年度実績（令和３年度に行った主な活動内容）

補助対象宿舎戸数 人 0 0

市内認可保育施設に対して、佐野市保育士宿舎借上げ支援事業補助金制度についての説明を行っ
た。

活動指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

補助交付施設 件 0 0

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

民間保育所等入所入所率
（保育所、認定こども園）

％ 114 103 108 99 97

雇用する保育士を、事業者が借り上げた宿舎
に入居させている事業者

対象指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

民間保育所で必要な保育士が確保され、利用
者は希望する保育サービスを受けることがで
きる。

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（実績）

国庫支出金 千円 0 0
県支出金 千円

地方債 千円

一般財源 千円 0
0 0

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

0補助金 0 補助金

273 18
トータルコスト（A)＋（B) 千円 0 0 0 273 18

人
件
費

正規職員従事人数 人 1 1
のべ業務時間 時間 75 5

事務事業マネジメントシート

事務事業名 保育士宿舎借り上げ支援事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 6231 一般 3 2 1 保育士宿舎借り上げ支援事業

事業
計画

単年度繰り返し
事業
期間

　　　令和２年度～
根拠
法令

条例等

佐野市保育士宿舎借り上げ支援
事業補助金交付要綱

Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

必要なサービスが受けられる。 上位成果指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

0歳児・1歳児の入所児童数 人 532 587 561 602 581

待機児童対策の一環として、保育士不足を解
消するため、市内で保育所等を運営する事業
者が雇用する保育士の宿舎を借り上げた際の
費用の一部を補助する。

　助成期間
　　事業者の雇用する保育士が借り上げた
  宿舎に入居している期間。
　　※ただし、雇用開始の日から起算して5年
  以内とする。

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円

成果指標 単位

人件費計（B) 千円 0 0 0

事業費計（A) 千円 0 0 0

その他 千円



B表（事後評価シート）

事務事業名 保育士宿舎借り上げ支援事業 担当部 こども福祉部 担当課 保育課 担当係 保育係

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

待機児童解消のため、保育を支える保育士の確保は喫緊の課題である。保育士の宿舎を借り上げ
るための費用の一部を支援することにより、市内民間保育所等の保育士の就業継続及び離職防止
図り、保育士が働きやすい環境を整備する。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や
国・県などの法令等、社会情勢など）は
事務事業の開始時期や合併前と比べて
どのように変化していますか？

令和元年１０月からの幼児教育・保育の無償化により、保育施設等の利用希望者が増加することが
予想される。待機児童解消のため、民間保育所等の整備を進めるとともに、より一層、保育士確保
対策に取り組む必要がある。

③この事務事業に対して、関係者（市
民、議会、事務事業対象者）からどのよ
うな意見・要望がありますか？

待機児童解消のため、議会でも保育士の確保策として、奨学金免除や家賃補助などの対応策が求
めらている。

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

保育を必要とする児童の保育は児童福祉法上の市町村の義務であり、保育人材の確保は市の義
務である。

妥当である
理由・
改善案

保育の受け皿拡大に必要となる保育人材の確保を図るための国の施策である。

成果向上余地がある程度あ
る

理由・
改善案

施設の設置者に制度の利用について積極的に働きかけることで、補助対象者を増やすことで保育
人材の確保を図る。

類似事務事業名

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

類似事務事業はない
理由・
改善案

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

総
合
評
価

民間保育施設の保育人材不足が解消されたとき。

市内の事業者に対して事業の説明を行い利用促進を行ったが、問合せがあったものの、条件が合わず利用
には至らなかった。今後、利用しやすい制度を検討する必要がある。

結びついている
理由・
改善案

保育士が働きやすい環境を整備することで、佐野市内の民間保育所等で必要な保育士が確保さ
れ、待機児童解消に繋がるため、子育てをする保護者の負担感や不安感を軽減し、仕事と子育て
の両立支援を目的としているため、政策体系に結びついている。

市が行わなければならない
理由・
改善案

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

事業のやり方改善（成果向上の見直し）

２．事務事業の事後評価【Check】

目
的
妥
当
性
評
価 ③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

事業のやり方改善（成果向
上の見直し）

廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

国の定める要綱に基づき補助金の交付等を行うものであるため、削減の余地はない。

公
平
性
評
価

現在の受益者負担は適正
である

理由・
改善案

国が構築した補助制度であり、事業者の負担、国、市の負担が要綱で定められている。

有
効
性
評
価

事業者が宿舎を借り上げるため、利用
している職員が途中で退職した場合な
ど、事業者に負担が生じる場合がある。
条件を緩和するなど、事業者が利用し
やすい制度に見直す必要がある。事業者が利用しやすい制度に見直しを検討する。

成
果

向
上

○

維
持

×

低
下

× ×



年 月
年度

３

２

２

１

地域の保育ニーズに対応しながら、市内11箇
所の公立保育所を健全に運営する。

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円

成果指標 単位

人件費計（B) 千円 901,770 916,646 855,601

事業費計（A) 千円 536,440 476,265 455,667

その他 千円 211,414 198,710 155,974

Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

時代にあった保育サービスを提供する。 上位成果指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

0歳児・1歳児の入所児童数
（公立・民間、広域受委託含

人 532 587 561 602 581

病児・病後児保育実施保育所
数（公立含む）

箇所

事務事業マネジメントシート

事務事業名 保育所運営事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 6280 一般 3 2 5 保育所運営事業

事業
計画

単年度繰り返し
事業
期間

S27年度～　　年度
根拠
法令

条例等

児童福祉法
子ども・子育て支援法

791,565 721,600
トータルコスト（A)＋（B) 千円 1,438,210 1,392,911 1,311,268 1,296,062 1,216,769

人
件
費

正規職員従事人数 人 121 121 113 109 106
のべ業務時間 時間 236,313 239,897 224,273 217,642 198,460

675

その他 4,208 その他 2,183 その他 2,129 その他 1,191 その他 12,584

備品購入費 1,698 備品購入費 2,316 備品購入費 1,767 備品購入費 1,085 備品購入費

10,022

使用料・賃借料 9,735 使用料・賃借料 10,137 使用料・賃借料 10,590 使用料・賃借料 9,815 使用料・賃借料 9,763

委託料 11,744 委託料 10,337 委託料 11,773 委託料 10,438 委託料

114,643

役務費 4,669 役務費 5,305 役務費 4,547 役務費 4,668 役務費 4,681

需用費 147,791 需用費 136,841 需用費 132,737 需用費 118,542 需用費

297,944

共済費 45,976 共済費 40,238 共済費 37,580 共済費 45,763 共済費 44,857

報酬（医師・保育士・調理） 310,619 報酬（医師・保育士・調理） 268,908 報酬（医師・保育士・調理） 254,544 報酬・給料・手当・旅費 312,995 報酬・給料・手当・旅費

504,497 495,169
項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

73,192 95,619
一般財源 千円 308,384 261,197 287,187 421,177 392,669

県支出金 千円 16,642 16,358 11,871 10,128 6,881
地方債 千円 0 0 0 0 0

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（実績）

国庫支出金 千円 0 0 635 0 0

4 4 4 4 4

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

公立保育所入所率 ％ 71.1 71.3 68.0 82.0 79.3

公立保育園の利用児童 対象指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

子育てを行う家庭の経済的負担軽減を軽減す
る。

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

保育所入所児童数（公立） 人 1,040 953 908 793 743

特別保育事業等の実施事業
数

事業 15 13 13 12 11

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和３年度実績（令和３年度に行った主な活動内容）

公立保育所箇所数 箇所 15 13 13 12 11

市内11箇所の公立保育所の健全な運営。
・通常保育のほか延長保育、すこやか保育、一時保育などの特別保育事業を実施。

活動指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

事業分類 その他直接サービス提供事業

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約 該当なし

１．事務事業の現状把握【DO】
（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事
業
区
分

短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 義務的事業

実施方法 直営

政　　策 安心して子育てのできるまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

施　　策 子育てと仕事の両立支援 実施計画事業・一般事業 一般事業
基本事業 多様で弾力的な保育環境の充実 市単独事業・国県補助事業 市単独事業

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 こども福祉部 担当課 保育課

基本目標 健やかで元気に暮らせるまちづくり 担当係 保育係 担当課長名 向田　裕

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 4 7 1 日
評価対象年度　令和 3 政策体系コード 3221



有
効
性
評
価

・公立の施設数が減少することにより、削減され
たコストを、市民ニーズに対応するため、保育
士確保や、質の向上、障がい児保育などの特
別保育の拡充に活用するには、先進地の例を
参考に研究する必要がある。

①入所児童数の少ない保育所の統廃合及び民営化による効率的な
保育所運営。
②市民ニーズに対応する特別保育事業等の拡充 成

果

向
上

②

維
持

① ×

低
下

× ×

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

保育所整備運営計画を進める中で、統廃合及び民営化することにより施設数が減少した場合、最
終的には保育園職員総数の削減の可能性はあるが、同一労働同一賃金の観点から、正職と臨時
の業務分担の明確化を計るには正職の割合は増やさなければならない。

公
平
性
評
価

現在の受益者負担は適正
である

理由・
改善案

利用児童の保護者から市民税額及び年齢に基づいて保育料を徴収していることから、適正ではあ
る。

（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

事業のやり方改善（成果向
上の見直し）

事業のやり方改善（コスト
の見直し）

廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト

保育所整備運営計画に基づき、老朽化した公立保育園の統合、民営化を進め、民間活力の活用により管理
運営コストの縮減を図るとともに、保育士の確保に努めた。

結びついている
理由・
改善案

子育てをする保護者の負担感や不安感を軽減し、仕事と子育ての両立支援を目的としているため、
政策体系に結びついている。

市が行わなければならない
理由・
改善案

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

事業のやり方改善（成果向上の見直し）

事業のやり方改善（コストの見直し）

２．事務事業の事後評価【Check】

目
的
妥
当
性
評
価 ③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

総
合
評
価

公立保育所がすべて廃止になった場合。

類似事務事業名

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

類似事務事業はない
理由・
改善案

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

保育を必要とする児童の保育は児童福祉法上の市町村の義務であり、公立保育所は市で運営する
義務がある。

妥当である
理由・
改善案

この事業は仕事と子育ての両立の支援を必要としている市民の要望に応えることを目的としている
ため、対象・意図は合っている。

成果向上余地がある程度あ
る

理由・
改善案

民間を含めた保育所等の整備計画を進める中で、入所希望の多い地区の低年齢児童の受け入れ
枠を増やせる可能性がある。

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

昭和22年、児童福祉法の制定により、保育に欠ける児童の保育は市町村の義務として位置づけら
れた。昭和27年に佐野市第一保育所（現伊勢山保育園）が開設されたことにより佐野市での事業が
開始された。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や
国・県などの法令等、社会情勢など）は
事務事業の開始時期や合併前と比べて
どのように変化していますか？

幼児期の学校教育・保育、地域の子ども・子育て支援を総合的に推進する目的で、平成24年度に子
ども・子育て関連3法が公布され、平成25年度から準備を進め、平成27年度に子ども・子育て支援新
制度が施行された。改正前と比較すると、実施すべき子育て支援事業（サービスの拡充）が明確化
されたことにより、事業量が増大している。

③この事務事業に対して、関係者（市
民、議会、事務事業対象者）からどのよ
うな意見・要望がありますか？

議会において入所保留児童についての対応や施設の老朽化による建替え、病児・病後児保育、延
長保育、土曜保育など特別保育事業実施について質問が出されている。市民からは、低年齢児（0
～2歳児）について、保育所に入所できないことへの意見が多く寄せられている。

B表（事後評価シート）

事務事業名 保育所運営事業 担当部 こども福祉部 担当課 保育課 担当係 保育係



年 月
年度

３

２

２

１

民間保育所・認定こども園(保育認定分）、地
域型保育事業に対して、子ども・子育て支援法
に基づき、児童の認定区分や年齢等に応じた
給付費を支出する。

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円

成果指標 単位

人件費計（B) 千円 5,144 3,351 3,346

事業費計（A) 千円 1,142,008 1,385,729 1,459,193

その他 千円 81,517 81,070 60,675

Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

時代にあった保育サービスを提供する。 上位成果指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

0歳児・1歳児の入所児童数
（公立・民間、広域受委託含

人 532 587 561 602 581

病児・病後児保育実施保育所
数（公立含む）

箇所

事務事業マネジメントシート

事務事業名 特定保育施設等給付事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 6297 一般 3 2 5 特定保育施設等給付事業

事業
計画

単年度繰り返し
事業
期間

H27年度～　　年度
根拠
法令

条例等

児童福祉法、認定こども園
法、子ども・子育て支援法

2,841 3,754
トータルコスト（A)＋（B) 千円 1,147,152 1,389,080 1,462,539 1,729,166 1,806,802

人
件
費

正規職員従事人数 人 1 1 1 1 1
のべ業務時間 時間 1,348 877 877 781 1,033

5,414補助金 2,376 補助金 5,702 補助金

647,580

負担金 716,021 負担金 963,991 負担金 1,036,841 負担金 1,146,624 負担金 1,150,054

委託料 425,987 委託料 421,738 委託料 419,976 委託料 573,999 委託料

1,726,325 1,803,048
項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

50,559 51,186
一般財源 千円 368,341 444,662 416,258 426,293 445,388

県支出金 千円 240,962 286,168 308,181 379,626 392,163
地方債 千円 0 0 0

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（実績）

国庫支出金 千円 451,188 573,829 674,079 869,847 914,311

4 4 4 4 4

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

特定保育・特定地域型保育事
業入所率

％ 105 102 102 99 96

民間保育所、認定こども園、地域型保育事業
の設置者及びその利用者

対象指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

民間保育所、認定こども園、地域型保育事業
が健全に運営され、利用者は希望する保育
サービスを利用できる。

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

特定保育・特定地域型保育事業箇所数 箇所 19 24 24 28 30
特定保育・特定地域型保育事業入所数 人 1,005 1,191 1,220 1,400 1,460

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和３年度実績（令和３年度に行った主な活動内容）

特定保育施設・特定地域型保
育事業への給付費

千円 1,142,008 1,385,729 1,459,193 1,726,325 1,746,335

市内民間保育所（7か所）、認定こども園（10か所）、地域型保育事業（13か所）に対して、子ども・子
育て支援法に基づき、児童の認定区分や年齢等に応じた委託費、給付費を支給した。

活動指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

事業分類 現金・現物給付事業

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約 該当なし

１．事務事業の現状把握【DO】
（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事
業
区
分

短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 義務的事業

実施方法 直営

政　　策 安心して子育てのできるまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

施　　策 子育てと仕事の両立支援 実施計画事業・一般事業 一般事業
基本事業 多様で弾力的な保育環境の充実 市単独事業・国県補助事業 国県補助事業

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 こども福祉部 担当課 保育課

基本目標 健やかで元気に暮らせるまちづくり 担当係 保育係 担当課長名 向田　裕

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 4 7 1 日
評価対象年度　令和 3 政策体系コード 3221



有
効
性
評
価

子ども・子育て支援法に定められた未実施の事業の実現化に向け、
より市民に寄り添った保育サービスを行う。

成
果

向
上

○

維
持

×

低
下

× ×

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

子ども・子育て支援法により、国、県の定める補助金交付要綱等に基づき補助金の交付等を行うも
のであるため、削減の余地はない。

公
平
性
評
価

現在の受益者負担は適正
である

理由・
改善案

事業を実施する施設や事業者に対して、制度に基づく補助金の交付等を行うものであるため、受益
者負担を求める必要はない。
但し、給食費等の実費は徴収している。

（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

事業のやり方改善（コスト
の見直し）

廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト

子育て支援の充実のため、新しく開園する保育施設に事業の趣旨や補助制度について説明し、事業実施の
促進を図った。

結びついている
理由・
改善案

子育てをする保護者の不安感を軽減し、仕事と子育ての両立支援を目的としているため、政策体系
に結びついている。

市が行わなければならない
理由・
改善案

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

事業のやり方改善（成果向上の見直し）

２．事務事業の事後評価【Check】

目
的
妥
当
性
評
価 ③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

総
合
評
価

子ども・子育て支援法に定められた事業であり、制度が存続する限り、終了にはならない。

類似事務事業名

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

類似事務事業はない
理由・
改善案

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

保育所、認定こども園等が事業を実施することで、保護者が安心して就労等と子育ての両立ができ
ることになるため妥当である。

妥当である
理由・
改善案

保育所、認定こども園等が実施事業を増やすことで、保護者が安心して就労等と子育ての両立でき
る環境が向上するため、成果がある。

成果向上余地がある程度あ
る

理由・
改善案

保育所、認定こども園等が実施事業を増やすことで、保護者が安心して就労等と子育ての両立でき
る環境が向上するため、成果がある。

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

平成24年8月に公布された子ども・子育て関連3法により、地域の実情に応じた子ども・子育て支援
の充実として、地域子育て支援拠点、一時預かり、延長保育、病児保育等の事業を実施することと
なった。このため、平成２７年度の新制度施行に合わせて事業を開始した。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や
国・県などの法令等、社会情勢など）は
事務事業の開始時期や合併前と比べて
どのように変化していますか？

共働き世帯の増加や就労形態の変化、核家族化の進行などにより、通常保育に加えて、地域子育
て拠点、一時預かり、延長保育、病児保育等の事業の利用希望者は増加していくものと思われる。
加えて、事業の多様化、事業量の増加に伴い、保育士、保育施設、市事務担当者の負担が増大し、
保育士確保も困難を極めている。

③この事務事業に対して、関係者（市
民、議会、事務事業対象者）からどのよ
うな意見・要望がありますか？

病児保育をはじめとして、地域子ども・子育て支援事業の実施に対する希望は年々増加しており、
議会でも事業実施への対応が求められている。

B表（事後評価シート）

事務事業名 特定保育施設等給付事業 担当部 こども福祉部 担当課 保育課 担当係 保育係



年 月
年度

３

２

２

１

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 4 7 1 日
評価対象年度　令和 3 政策体系コード 3221

施　　策 子育てと仕事の両立支援 実施計画事業・一般事業 一般事業
基本事業 多様で弾力的な保育環境の充実 市単独事業・国県補助事業 国県補助事業

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 こども福祉部 担当課 保育課

基本目標 健やかで元気に暮らせるまちづくり 担当係 保育係 担当課長名 向田　裕

事業分類 現金・現物給付事業

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約 該当なし

１．事務事業の現状把握【DO】
（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事
業
区
分

短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 義務的事業

実施方法 直営

政　　策 安心して子育てのできるまちづくり 新規事業・継続事業 新規事業

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和３年度実績（令和３年度に行った主な活動内容）

補助金額 千円 37 33 0

対象者なし

活動指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

補助金交付児童数 人 3 1 0

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

負担金総額/負担金交付児童
数

千円 12 33 0

認可外保育施設等を利用する児童の保護者 対象指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

子育てを行う家庭の経済的負担軽減を軽減す
る。

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（実績）

国庫支出金 千円 15 17 0
県支出金 千円 7 8 0
地方債 千円

一般財源 千円 15 8 0
33 0

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

0負担金 37 負担金 33 負担金

698 0
トータルコスト（A)＋（B) 千円 0 0 556 731 0

人
件
費

正規職員従事人数 人 1 1 1
のべ業務時間 時間 136 192 0

事務事業マネジメントシート

事務事業名 保育施設等利用給付事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 6283 一般 3 2 5 保育施設等利用給付事業

事業
計画

単年度繰り返し
事業
期間

R1年度～　　年度
根拠
法令

条例等

子ども・子育て支援法

Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

時代にあった保育サービスを提供する。 上位成果指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

待機児童数（4/1時点） 人 13 0 0

　幼児教育無償化に伴う、子育てのための施設等利用
給付の創設により、保育の必要性の認定を受けたこど
もが、認可保育所等に入れず、認可外保育施設等を利
用した際に要する費用を支給する。

　支給対象
　　・２号認定こども
　　　　３歳児から５歳児まで（小学校就学前）のこどもで
　　　　あって、保育の必要性があるこども
　　・３号認定のうち非課税世帯のこども
　　　　０歳児から２歳児までの非課税世帯のこどもで
　　　　あって保育の必要性があるこども

　
　　【費用負担】　国1/2、県1/4、市1/4

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円

成果指標 単位

人件費計（B) 千円 0 0 519

事業費計（A) 千円 0 0 37

その他 千円



B表（事後評価シート）

事務事業名 保育施設等利用給付事業 担当部 こども福祉部 担当課 保育課 担当係 保育係

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

令和元年１０月からの幼児教育・保育の無償化に伴い、保育の必要性の認定を受けたこどもが、認
可保育所等に入れず、認可外保育施設等を利用した際の利用料を無償化する国の補助制度であ
る。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や
国・県などの法令等、社会情勢など）は
事務事業の開始時期や合併前と比べて
どのように変化していますか？

　親の就労状況や家庭の事情に関わらず、すべての子どもが等しく質の高い幼児期の学校教育・保
育を受けることができる環境整備が図られるようになる。

③この事務事業に対して、関係者（市
民、議会、事務事業対象者）からどのよ
うな意見・要望がありますか？

　子育て支援について、金銭的な負担軽減が求められている。

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

保護者の負担軽減のための補助事業のため、市が行わなければならない。

妥当である
理由・
改善案

子育て世帯の保護者の経済的負担軽減となるための国の施策である。

成果向上余地がある程度あ
る

理由・
改善案

幼児教育・保育の無償化の根幹となるシステムであり、国の設計した制度を遂行することが必要で
ある。

類似事務事業名

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

類似事務事業はない
理由・
改善案

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

総
合
評
価

国が補助制度を止めるとき又は新たな制度に移行したとき。

現状維持により対象外

結びついている
理由・
改善案

保護者の負担軽減を図り、安心して子育てができる環境を作ることを目的としている。

市が行わなければならない
理由・
改善案

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

現状維持

２．事務事業の事後評価【Check】

目
的
妥
当
性
評
価 ③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

現状維持（従来通り実施）
廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

国が主導する補助事業であり、市単独での事業費削減はできない。

公
平
性
評
価

受益者負担を求める必要が
ない

理由・
改善案

国が主導する補助事業であり、制度の趣旨から受益者負担を求めることはそぐわない。

有
効
性
評
価

成
果

向
上

維
持

○ ×

低
下

× ×



年 月
年度

３

２

２

１

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 4 7 1 日
評価対象年度　令和 3 政策体系コード 3221

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 こども福祉部 担当課 保育課

基本目標 健やかで元気に暮らせるまちづくり 担当係 保育係 担当課長名 向田　裕

政　　策 安心して子育てのできるまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

施　　策 子育てと仕事の両立支援 実施計画事業・一般事業 一般事業
基本事業 多様で弾力的な保育環境の充実 市単独事業・国県補助事業 国県補助事業
短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 義務的事業

実施方法 全面委託

事業分類 支援事業

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約 該当なし

１．事務事業の現状把握【DO】

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和３年度実績（令和３年度に行った主な活動内容）

民間保育所への補助額
千円 27,036 33,753 35,631 50,805 69,715

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

市内民間保育所等箇所数
箇所 10 12 12 15 17

市内民間保育所等入所児童数
（保育所、認定こども園） 人 860 985 1,006 1,175 1,261

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

民間保育所等入所入所率
（保育所、認定こども園）

％ 114 103 108 99 97

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

0歳児・1歳児の入所児童数
（公立・民間、広域受委託含む）

人 532 587 561 602 581

病児・病後児保育実施保育所
数（公立含む）

箇所 4 4 4 4 4

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（実績）

国庫支出金 千円 210 120 400 10,008
県支出金 千円 4,536 5,670 7,122 17,418 14,140
地方債 千円

その他 千円 2
一般財源 千円 22,500 28,541 29,919 34,512 47,549

事業費計（A) 千円 27,036 34,421 37,163 52,330 71,697
項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

補助金 27,036 報償費 668 報酬 673 報酬・手当 617 報酬・手当 1,065 

補助金 33,753 共済費 136 共済費 33 報償金 896 

報償金 723 報償金 862 旅費 21 

補助金 35,631 旅費 13 補助金 69,715 

補助金 50,805

正規職員従事人数 人 2 3 4 3 3
のべ業務時間 時間 500 335 500 586 751
人件費計（B) 千円 1,908 1,280 1,908 2,131 2,730

トータルコスト（A)＋（B) 千円 28,944 35,701 39,071 54,461 74,427

事務事業マネジメントシート

事務事業名 民間保育所特別保育運営支援事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 6293 一般 3 2 5 民間保育所特別保育運営支援事業

事業
計画

単年度繰り返し
事業
期間

S49年度～　　年度
根拠
法令

条例等

児童福祉法
佐野市民間保育所運営費等補助
金交付要綱

・市内7箇所の認可保育所及び10箇所の認定こども園、小規模1箇所、市外民間保育所1箇所に対し民
間保育所運営費等補助金を交付。
・民間保育施設に入所する障がい児等の支援のため、医師等が巡回を実施。
・保育の質の確保、向上のため、市内の保育施設の巡回指導を実施。

活動指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

民間保育所等設置者及び民間保育所等利用
者
（交付対象施設）

対象指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

民間保育所が健全に運営され、利用者は希望
する保育サービスを受けることができる。

成果指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

時代にあった保育サービスを提供する。
上位成果指標 単位

Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

人
件
費

事
業
区
分

民間保育所等が特別保育事業等を実施した場
合に、その事業の一部を補助する。
また、入所委託料に算定されない運営費の一
部を補助する。

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円



B表（事後評価シート）

事務事業名 民間保育所特別保育運営支援事業 担当部 こども福祉部 担当課 保育課 担当係 保育係

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

事業のやり方改善（成果向上の見直し）

２．事務事業の事後評価【Check】

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

類似事務事業名 特定保育施設給付事業、地域子ども・子育て支援事業

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

事業のやり方改善（成果向
上の見直し）

廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト
（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

昭和49年に旧田沼町において、飛駒保育園が開設し、国・県の特別保育事業等推進費補助事業に
伴い開始された。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や
国・県などの法令等、社会情勢など）は
事務事業の開始時期や合併前と比べて
どのように変化していますか？

国の三位一体改革の影響で、補助金の交付金化などが見られた。
平成24年度に公布された子ども・子育て関連3法により、平成27年度からの子ども・子育て支援新制度施行に伴
い、新たな補助事業の創設等が行われた。
新制度施行後は、補助事業の枠組みが大きく変わったため、この事業は市、県の単独補助事業のみとした。

③この事務事業に対して、関係者（市
民、議会、事務事業対象者）からどのよ
うな意見・要望がありますか？

減額となった補助金や廃止となった事業に対して、民間保育園や議会からは、補助金の増額等の
要望や意見が出されている。

国・県の制度とは関連のない補助費の増額が図れれば、成果向上の余地がある。

結びついている
理由・
改善案

子育てをする保護者の負担感や不安感を軽減し、よりよい保育サービスの提供を目的としているた
め、政策体系に結びついている。

市が行わなければならない
理由・
改善案

保育所入所児童の処遇に係ることであり、市が入所委託をしているため妥当である。

妥当である
理由・
改善案

民間保育所が健全に運営され、利用者の保育ニーズに対応することを目的としているため妥当で
ある。

成果向上余地がある程度あ
る

理由・
改善案

国・県の制度とは関係ない部分で、補助費を増額すれば成果向上の余地がある。

類似事務事業はあるが、統
合・連携できない 理由・

改善案

給付費の内訳、地域子ども子育て支援事業の対象経費を精査し、類似部分がある場合には削減
し、より必要とされる保育サービスに充てる。

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

市の単独補助事業については、全体的な見直しを図る必要がある。
人件費については、対象となる保育施設所が増えたこともあり、削減の余地はない。

公
平
性
評
価

受益者負担を求める必要が
ない

理由・
改善案

佐野市民間保育所運営費等補助金交付要綱に基づき行われおり、在園児童に対して実施される保育サービス
であるため、保育料以外に改めて受益者負担は求めない。

総
合
評
価

民間保育所が全て廃止となった場合。

成
果

向
上

○

維
持

×

低
下

× ×

目
的
妥
当
性
評
価

有
効
性
評
価

市単独補助事業の全体的な見直しにつ
いては、民間保育事業者の理解と、有
効性の可、不可を見極めなければなら
ない。

　平成27年度施行の子ども・子育て支援新制度に合わせて、事務事
業の整理・統合を行い、新たな事務事業として国県補助事業である
「地域子ども・子育て支援事業」を創設したことから、民間保育所特別
保育運営支援事業については、時代の要請するより必要な補助制度
への見直しが必要である。



年 月
年度

３

２

２

１

市外保育所等に申込があった場合その保育
所等が所在する市町村と協議し、入所可能な
場合は、国が定める公定価格に基づき、当該
市町村へ委託費、給付費を支払う。

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円

成果指標 単位

人件費計（B) 千円 1,099 1,146 1,145

事業費計（A) 千円 48,695 46,416 51,206

その他 千円 7,412 6,798 4,647

Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

時代にあった保育サービスを提供する。 上位成果指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

0歳児・1歳児の入所児童数
（公立・民間、広域受委託含

人 532 587 561 602 581

病児・病後児保育実施保育所
数（公立含む）

人

事務事業マネジメントシート

事務事業名 広域保育事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 6490 一般 3 2 5 広域保育事業

事業
計画

単年度繰り返し
事業
期間

　H11年度～　　年度
根拠
法令

条例等

児童福祉法

1,091 1,469
トータルコスト（A)＋（B) 千円 49,794 47,562 52,351 31,431 38,656

人
件
費

正規職員従事人数 人 1 2 2 2 2
のべ業務時間 時間 288 300 300 300 404

20,087

負担金 10,542 負担金 15,591 負担金 13,349 負担金 9,049 負担金 17,100

委託料 38,152 委託料 30,825 委託料 37,857 委託料 21,291 委託料

30,340 37,187
項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

1,911 822
一般財源 千円 18,963 18,414 15,988 7,108 11,884

県支出金 千円 7,807 7,045 9,373 7,107 7,261
地方債 千円

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（目標）

国庫支出金 千円 14,513 14,159 21,198 14,214 17,220

4 4 4 4 4

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

市外委託児童数/市外委託希
望児童数

％ 94 91 92 73 88

佐野市に住所があり保育に欠ける乳幼児で市
外保育所へ入所を希望している場合。

対象指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

保護者の就労場所等の都合により、利用しや
すい保育所を利用できる。

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

市外保育所委託希望の児童数 人 67 75 75 79 48

延べ委託児童数 人 605 596 611 437 395

委託児童数 人 63 68 69 58 42

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和２年度実績（令和２年度に行った主な活動内容）

委託先保育所数 箇所 33 32 31 30 24

市外保育所等に申込があった場合その保育所等が所在する市町村と協議し、入所可能な場合は、
国が定める公定価格に基づき、当該市町村へ委託費、給付費を支払う。

活動指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

事業分類 参画事業

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約 該当なし

１．事務事業の現状把握【DO】
（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事
業
区
分

短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 任意的事業

実施方法 直営

政　　策 安心して子育てのできるまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

施　　策 子育てと仕事の両立支援 実施計画事業・一般事業 一般事業
基本事業 多様で弾力的な保育環境の充実 市単独事業・国県補助事業 市単独事業

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 こども福祉部 担当課 保育課

基本目標 健やかで元気に暮らせるまちづくり 担当係 保育係 担当課長名 向田　裕

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 4 7 1 日
評価対象年度　令和 3 政策体系コード 3221



有
効
性
評
価

成
果

向
上

維
持

○ ×

低
下

× ×

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

国が定めた公定価格により委託費、給付費を支出するため、削減の余地はない。
また、人件費についても、利用を希望する保護者と希望する施設のある市町との調整を図るため、
管内施設への利用調整以上に事務が生じるため、削減の余地はない。

公
平
性
評
価

現在の受益者負担は適正
である

理由・
改善案

利用児童の保護者から市民税額及び年齢に基づいて保育料を徴収していることから、適正である。

（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

現状維持（従来通り実施）
廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト

現状維持により対象外

結びついている
理由・
改善案

子育てをする保護者の負担感や不安を軽減し、仕事と子育ての両立支援を目的としているため、政
策体系に結びついている。

市が行わなければならない
理由・
改善案

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

現状維持

２．事務事業の事後評価【Check】

目
的
妥
当
性
評
価 ③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

総
合
評
価

児童福祉法及び子ども・子育て支援法に定められた事業であり、休止・廃止することはできない。

類似事務事業名

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

類似事務事業はない
理由・
改善案

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

子ども・子育て支援法に定められた市の義務である。

妥当である
理由・
改善案

保護者が広域保育利用を希望しており、保育が必要な児童の保育サービスの提供が目的であるた
め、妥当である。

成果向上余地がない
理由・
改善案

保護者等の申請に基づいて、その案件ごとに当該市町村と協議の上、当該市町村の保育の実施状
況と広域利用の必要性等により利用の可否決定を行う事務であるため、件数の増を成果とするなら
ば、向上の余地はない。

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

平成１１年度に児童福祉法が改正され、それまでは居住する市町村での保育実施が原則であった
ものが、他市町村の保育所も一定の条件により利用できるようになった。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や
国・県などの法令等、社会情勢など）は
事務事業の開始時期や合併前と比べて
どのように変化していますか？

保護者の就労先に近い保育所の利用を希望する保護者ばかりではなく、里帰り出産や市内の希望
する保育所へ入所できないため、広域保育を希望する保護者も出てきている。

③この事務事業に対して、関係者（市
民、議会、事務事業対象者）からどのよ
うな意見・要望がありますか？

市外保育所への入所あるいは本市への入所を希望しても、当該市町村在住の児童入所が優先され
るため、希望通りの施設に入所できないという意見がある。

B表（事後評価シート）

事務事業名 広域保育事業 担当部 こども福祉部 担当課 保育課 担当係 保育係



年 月
年度

３

２

２

１

29 30 R1 R2 R3

21 26 26 29 30

※乳児院夢、フロム浅沼含む

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 4 7 1 日
評価対象年度　令和 3 政策体系コード 3221

施　　策 子育てと仕事の両立支援 実施計画事業・一般事業 実施計画事業
基本事業 多様で弾力的な保育環境の充実 市単独事業・国県補助事業 国県補助事業

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 こども福祉部 担当課 保育課

基本目標 健やかで元気に暮らせるまちづくり 担当係 保育係 担当課長名 向田　裕

事業分類 支援事業

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約 該当なし

１．事務事業の現状把握【DO】
（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事
業
区
分

短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 義務的事業

実施方法 直営

政　　策 安心して子育てのできるまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和３年度実績（令和３年度に行った主な活動内容）

事業を実施する施設等への補
助額

千円 59,977 63,321 64,232 60,575 70,038

・公立保育所において、地域子育て支援拠点事業（１か所）及び病児保育事業（１か所）を実施した。
地域子育て支援拠点事業（ぴよぴよルームたぬま）は新型コロナウイルス感染症の流行により利用
者が減少したため令和３年度は休室とした。
・民間保育所等が実施した延長保育事業、一時預かり事業、地域子育て支援拠点事業、病児保育
事業に対して補助金を支出した。

活動指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

年度

民間施設総数

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

地域子ども・子育て支援事業実施箇所数 箇所 10 12 13 13 13

地域子ども・子育て支援事業を実施する民間
施設

対象指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

事業実施民間保育施設等箇
所数/民間保育施設等箇所数

％ 47.6 46.2 50.0 44.8 43.3

4 4 4 4 4

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（実績）

地域子ども・子育て支援事業により、通常の保
育サービスに加えて、利用者のニーズに合っ
た多様な保育サービス等を受けることができ
る。

Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

時代にあった保育サービスを提供する。 上位成果指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

国庫支出金 千円 23,928 26,067 26,484 29,057 27,983
県支出金 千円 23,928 26,067 26,484 29,057 26,156
地方債 千円 0 0 0 0

37 2527 24

事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目

一般財源 千円 20,298 25,494 24,591 26,102 25,655
84,253 79,819

事業費項目 事業費 項目
7,911

共済費 1,166 共済費 1,515 共済費 1,393 共済費 2,149 共済費 1,358

報酬 6,215 報酬・給料 11,630 報酬・給料 10,863 報酬・手当 12,448 報酬・手当

40

旅費 4 旅費 0 旅費 25 旅費 307 旅費 115

報償費 328 報償費 298 報償費 293 報償費 0 報償費

402

食糧費 0 食糧費 2 役務費・公課費 29 役務費・使用料・公課費 193 役務費・使用料・公課費 80

消耗品費 381 消耗品費・印刷製本費 789 需用費 641 需用費 403 需用費

0

負担金・補助金 59,977 負担金・補助金 63,320 負担金・補助金 64,232 負担金・補助金 68,669 負担金・補助金 69,913

備品購入費 101 備品購入費 101 備品購入費 107 備品購入費 84 備品購入費

22,304 15,835
トータルコスト（A)＋（B) 千円 90,382 109,851 109,729 106,557 95,654

人
件
費

正規職員従事人数 人 4 6 6 5 4
のべ業務時間 時間 5,820 8,426 8,426 6,132 4,355

事務事業マネジメントシート

事務事業名 地域子ども・子育て支援事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 6298 一般 3 2 5 地域子ども・子育て支援事業

事業
計画

単年度繰り返し
事業
期間

H27年度～　　年度
根拠
法令

条例等

児童福祉法、子ども・子育
て支援法

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

0歳児・1歳児の入所児童数
（公立・民間、広域受委託含

人 532 587 561 602 581

病児・病後児保育実施保育所
数（公立含む）

人

子ども・子育て支援法第59条に規定された地
域子ども・子育て支援事業のうち、特に必要性
の高い病児保育、延長保育、一時預かり、地
域子育て支援拠点事業等を実施する。

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円

成果指標 単位

人件費計（B) 千円 22,209 32,196 32,146

事業費計（A) 千円 68,173 77,655 77,583

その他 千円 19



B表（事後評価シート）

事務事業名 地域子ども・子育て支援事業 担当部 こども福祉部 担当課 保育課 担当係 保育係

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

平成24年8月に公布された子ども・子育て関連3法により、地域の実情に応じた子ども・子育て支援
の充実として、地域子育て支援拠点、一時預かり、延長保育、病児保育等の事業を実施することと
なった。このため、平成２７年度の新制度施行に合わせて事業を開始した。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や
国・県などの法令等、社会情勢など）は
事務事業の開始時期や合併前と比べて
どのように変化していますか？

共働き世帯の増加や就労形態の変化、核家族化の進行などにより、通常保育に加えて、地域子育て拠点、
一時預かり、延長保育、病児保育等の事業の利用希望者は増加していくものと思われる。
加えて、事業の多様化、事業量の増加に伴い、保育士、保育施設、市事務担当者の負担が増大し、保育士
確保も困難を極めている。

③この事務事業に対して、関係者（市
民、議会、事務事業対象者）からどのよ
うな意見・要望がありますか？

病児保育をはじめとして、地域子ども・子育て支援事業の実施に対する希望は増加しており、議会で
も事業実施への対応が求められている。

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

保育所、認定こども園等が事業を実施することで、保護者が安心して就労等と子育ての両立ができ
ることになるため妥当である。

妥当である
理由・
改善案

保育所、認定こども園等が実施事業を増やすことで、保護者が安心して就労等と子育ての両立でき
る環境が向上するため、成果がある。

成果向上余地がある程度あ
る

理由・
改善案

保育所、認定こども園等が実施事業を増やすことで、保護者が安心して就労等と子育ての両立でき
る環境が向上するため、成果がある。

類似事務事業名

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

類似事務事業はない
理由・
改善案

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

総
合
評
価

子ども・子育て支援法に定められた事業であり、制度が存続する限り、終了にはならない。

子育て支援の充実のため、新しく開園する保育施設に事業の趣旨や補助制度について説明し、事業実施の
促進を図った。

結びついている
理由・
改善案

子育てをする保護者の不安感を軽減し、仕事と子育ての両立支援を目的としているため、政策体系
に結びついている。

市が行わなければならない
理由・
改善案

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

事業のやり方改善（成果向上の見直し）

２．事務事業の事後評価【Check】

目
的
妥
当
性
評
価 ③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

事業のやり方改善（コスト
の見直し）

廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

子ども・子育て支援法により、国、県の定める補助金交付要綱等に基づき補助金の交付等を行うも
のであるため、削減の余地はない。

公
平
性
評
価

現在の受益者負担は適正
である

理由・
改善案

事業を実施する施設や事業者に対して、制度に基づく補助金の交付等を行うものであるため、受益
者負担を求める必要はない。
但し、給食費等の実費は徴収している。

有
効
性
評
価

子ども・子育て支援法に定められた未実施の事業の実現化に向け、
より市民に寄り添った保育サービスを行う。

成
果

向
上

○

維
持

×

低
下

× ×



年 月
年度

３

２

２

１

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 4 7 1 日
評価対象年度　令和 3 政策体系コード 3221

施　　策 子育てと仕事の両立支援 実施計画事業・一般事業 一般事業
基本事業 多様で弾力的な保育環境の充実 市単独事業・国県補助事業 市単独事業

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 こども福祉部 担当課 保育課

基本目標 健やかで元気に暮らせるまちづくり 担当係 保育係 担当課長名 向田　裕

事業分類 参画事業

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約 該当なし

１．事務事業の現状把握【DO】
（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事
業
区
分

短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 任意的事業

実施方法 直営

政　　策 安心して子育てのできるまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和３年度実績（令和３年度に行った主な活動内容）

研修会、会議等の参加回数 回 19 19 12 0 3

（市の活動）
負担金の支出。栃木県保育協議会の主催する会議、研修等に参加する。
（栃木県保育協議会の活動）

保育に関する情報収集と会員、市への情報提供、国、県への要望活動

活動指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

研修会、会議等の参加人数 人 93 68 80 0 16

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

保育所従事職員数 人 245 234 219 211 202

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

研修会等参加職員数/保育所
従事職員数

％ 38 29 32 0 8

公立保育所従事職員（栃木県保育協議会会
員他）

（参画対象団体）
栃木県保育協議会

対象指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

職員の一人ひとりが日々研究し、保育士として
の資質が向上することによって、より良い保育
サービスを提供できる保育所となる。

4 4 4 4 4

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（実績）

国庫支出金 千円

県支出金 千円

地方債 千円

一般財源 千円 98 85 85 78 72
78 72

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

72負担金 98 負担金 85 負担金 85 負担金 78 負担金

349 15
トータルコスト（A)＋（B) 千円 464 452 451 427 87

人
件
費

正規職員従事人数 人 1 2 2 2 2
のべ業務時間 時間 96 96 96 96 4

事務事業マネジメントシート

事務事業名 栃木県保育協議会参画事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 6281 一般 3 2 5 栃木県保育協議会参画事業

事業
計画

単年度繰り返し
事業
期間

　　　年度～　　年度
根拠
法令

条例等

Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

時代にあった保育サービスを提供する。 上位成果指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（目標）

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

0歳児・1歳児の入所児童数
（公立・民間、広域受委託含

人 532 587 548 602 581

病児・病後児保育実施保育所
数（公立含む）

人

栃木県保育協議会の構成団体となり、保育所
に従事する職員が研修会等に参加することに
より公立保育所職員の質の向上を図る。

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円

成果指標 単位

人件費計（B) 千円 366 367 366

事業費計（A) 千円 98 85 85

その他 千円



B表（事後評価シート）

事務事業名 栃木県保育協議会参画事業 担当部 こども福祉部 担当課 保育課 担当係 保育係

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

栃木県保育協議会が昭和25年9月に設立され、公立保育所のあるすべての市町村が加入。
佐野市においては、昭和27年に公立保育園が初めて開園したのを契機に参加。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や
国・県などの法令等、社会情勢など）は
事務事業の開始時期や合併前と比べて
どのように変化していますか？

保育所保育指針が改定され、平成30年４月より実施される。
保育所保育における幼児教育が積極的に位置づけられるなど、保育所の果たす役割がますます重要となってきてい
る。
新制度により、量と質を確保することが求められており、保育の質の向上には、保育士がそれらを理解し、さらなる保育
の質の向上のため、研究、研修の機会が必要である。

③この事務事業に対して、関係者（市
民、議会、事務事業対象者）からどのよ
うな意見・要望がありますか？

なし

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

公立保育所の保育環境を向上させる事業であるため、妥当である。

妥当である
理由・
改善案

保育所従事職員の研修等への参加が目的であるため、妥当である。

成果向上余地がない
理由・
改善案

栃木県保育協議会の研修等に参加したり、県内の保育情報交換等をする中で、保育の質の向上に
つながっている。

類似事務事業名

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

類似事務事業はない
理由・
改善案

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

総
合
評
価

公立保育所がすべて廃止になった場合。
研究会がその役目を終え、会を解散した場合。

現状維持のため対象外

結びついている
理由・
改善案

保護者が安心して子どもを預けられる保育環境の整備を目的としているため、政策体系に結びつい
ている。

市が行わなければならない
理由・
改善案

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

現状維持

２．事務事業の事後評価【Check】

目
的
妥
当
性
評
価 ③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

現状維持（従来通り実施）
廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

旅費等の削減により最低限の参加としているため、削減の余地はない。

公
平
性
評
価

受益者負担を求める必要が
ない

理由・
改善案

受益者に負担を求める余地がない。

有
効
性
評
価

成
果

向
上

維
持

○ ×

低
下

× ×



年 月
年度

３

２

２

１

栃木県社会福祉協議会の構成団体となり、負
担金を支出することによって協議会の健全な
運営を担う。
 
   負担金　3,000円×11園＝33,000円

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円

成果指標 単位

人件費計（B) 千円 107 107 107

事業費計（A) 千円 45 39 39

その他 千円

Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（目標）

時代にあった保育サービスを提供する。 上位成果指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（目標）

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

0歳児・1歳児の入所児童数
（公立・民間、広域受委託含

人 532 587 548 602 581

病児・病後児保育実施保育所
数（公立含む）

人

事務事業マネジメントシート

事務事業名 栃木県社会福祉協議会参画事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 6284 一般 3 2 5 栃木県社会福祉協議会参画事業

事業
計画

単年度繰り返し
事業
期間

　　　年度～　　年度
根拠
法令

条例等

102 51
トータルコスト（A)＋（B) 千円 152 146 146 138 84

人
件
費

正規職員従事人数 人 1 1 1 1 1
のべ業務時間 時間 28 28 28 28 14

33負担金 45 負担金 39 負担金 39 負担金 36 負担金

36 33
項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

一般財源 千円 45 39 39 36 33

県支出金 千円

地方債 千円

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（目標）

国庫支出金 千円

4 4 4 4 4

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

参画保育園数/公立保育所数 ％ 100 100 100 100 100

公立保育所従事職員

（参画対象団体）
　栃木県社会福祉協議会

対象指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（見込）

社会福祉事業への積極的な参加
保育所従事職員の資質の向上によってより良
い保育サービスを提供できる。

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

保育所従事職員数 人 245 234 219 211 202

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和３年度実績（令和３年度に行った主な活動内容）

参画保育園数 園 15 13 13 12 11

栃木県社会福祉協議会主催の研修会への参加

活動指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（見込）

事業分類 参画事業

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約 該当なし

１．事務事業の現状把握【DO】
（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事
業
区
分

短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 任意的事業

実施方法 直営

政　　策 安心して子育てのできるまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

施　　策 子育てと仕事の両立支援 実施計画事業・一般事業 一般事業
基本事業 多様で弾力的な保育環境の充実 市単独事業・国県補助事業 市単独事業

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 こども福祉部 担当課 保育課

基本目標 健やかで元気に暮らせるまちづくり 担当係 保育係 担当課長名 向田　裕

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 4 7 1 日
評価対象年度　令和 3 政策体系コード 3221



有
効
性
評
価

成
果

向
上

維
持

○ ×

低
下

× ×

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

栃木県社会福祉協議会の負担金であるため、削減の余地はない。

公
平
性
評
価

受益者負担を求める必要が
ない

理由・
改善案

受益者に負担を求める余地がない。

（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

現状維持（従来通り実施）
廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト

結びついている
理由・
改善案

住民福祉の向上を目的としているため、政策体系に結びついている。

市が行わなければならない
理由・
改善案

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

現状維持

２．事務事業の事後評価【Check】

目
的
妥
当
性
評
価 ③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

総
合
評
価

栃木県社会福祉協議会の負担金であるため、休止・廃止することはできない。

類似事務事業名

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

類似事務事業はない
理由・
改善案

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

公立保育所が構成団体となっているため。

妥当である
理由・
改善案

成果は住民に対して反映されるため妥当である。

成果向上余地がない
理由・
改善案

社会福祉協議会主催の研修会に参加することにより、保育士の質向上に一定の成果をあげてい
る。

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

栃木県社会福祉協議会の設立当初から参加している。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や
国・県などの法令等、社会情勢など）は
事務事業の開始時期や合併前と比べて
どのように変化していますか？

全国社会福祉協議会では、保育環境・空間の基準について検討を行うこと及び保育所保育指針に
そった保育を行う上で必要となる環境を考察することを目的として、調査研究委員会を設置。「機能
面に着目した保育所の環境・空間に係る研究事業報告書」を作成し、保育所における最低基準の考
え方に大きな影響を与えている。

③この事務事業に対して、関係者（市
民、議会、事務事業対象者）からどのよ
うな意見・要望がありますか？

なし

B表（事後評価シート）

事務事業名 栃木県社会福祉協議会参画事業 担当部 こども福祉部 担当課 保育課 担当係 保育係



年 月
年度

３

２

２

１

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 4 7 1 日
評価対象年度　令和 3 政策体系コード 3221

施　　策 子育てと仕事の両立支援 実施計画事業・一般事業 一般事業
基本事業 多様で弾力的な保育環境の充実 市単独事業・国県補助事業 市単独事業

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 こども福祉部 担当課 保育課

基本目標 健やかで元気に暮らせるまちづくり 担当係 保育係 担当課長名 向田　裕

事業分類 参画事業

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約 該当なし

１．事務事業の現状把握【DO】
（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事
業
区
分

短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 任意的事業

実施方法 直営

政　　策 安心して子育てのできるまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和3年度実績（令和3年度に行った主な活動内容）

県南部地区研究会の研修会、
会議等への参加回数

回 11 8 10 2 3

県南部地区保育研究会の構成団体となり、保育所に従事する職員が研修会等に参加することによ
り、公立保育所職員の質の向上を図る。令和２年度は新型コロナウイルス感染症の流行のため参加
できない研修もあったが、令和３年度は佐野市が当番市ということもありオンライン研修を取入れ、感
染症対策を図りながら実施することができた。

活動指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

県南部地区研究会の研修会
等の参加者数

人 145 70 149 26 97

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

保育所従事職員数 人 245 234 219 211 202

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

研修会等参加職員数/保育所
従事職員数

％ 59 30 68 12 48

公立保育所従事職員（県南部地区保育研究
会会員等）

（参画対象団体）
　県南部地区保育研究会

対象指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

職員一人ひとりが日々研究し、保育士・調理
員としての資質を向上することによって、より
良い保育サービスを提供できる保育所となる。

4 4 4 4 4

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（目標）

国庫支出金 千円

県支出金 千円

地方債 千円

一般財源 千円 30 26 26 24 22
24 22

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

22負担金 30 負担金 26 負担金 26 負担金 24 負担金

116 87
トータルコスト（A)＋（B) 千円 152 148 148 140 109

人
件
費

正規職員従事人数 人 3 3 3 3 3
のべ業務時間 時間 32 32 32 32 24

事務事業マネジメントシート

事務事業名 県南部地区保育研究会参画事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 6285 一般 3 2 5 県南部地区保育研究会参画事業

事業
計画

単年度繰り返し
事業
期間

　　　年度～　　年度
根拠
法令

条例等

Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

時代にあった保育サービスを提供する。 上位成果指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

0歳児・1歳児の入所児童数
（公立・民間、広域受委託含

人 532 587 548 602 581

病児・病後児保育実施保育所
数（公立含む）

人

県南部地区保育研究会の構成団体となり、保
育所に従事する職員が研修会等に参加するこ
とにより、公立保育所職員の質の向上を図る。

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円

成果指標 単位

人件費計（B) 千円 122 122 122

事業費計（A) 千円 30 26 26

その他 千円



B表（事後評価シート）

事務事業名 県南部地区保育研究会参画事業 担当部 こども福祉部 担当課 保育課 担当係 保育係

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

県南部地区保育研究会の設立を契機に参加。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や
国・県などの法令等、社会情勢など）は
事務事業の開始時期や合併前と比べて
どのように変化していますか？

入所児童の日々の保育に加え、多種多様な問題を抱えた保護者への対応・支援も重要な課題と
なっている。
また、アレルギー食への対応や食育・食の安全、衛生管理など多岐にわたる専門的な知識・経験が
調理員にも求められ、個々の職員の資質の向上が必要となっている。

③この事務事業に対して、関係者（市
民、議会、事務事業対象者）からどのよ
うな意見・要望がありますか？

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

公立保育所の保育環境を向上させる事業であるため、妥当である。

妥当である
理由・
改善案

保育所従事職員の研修等への参加が目的であるため、妥当である。

成果向上余地がない
理由・
改善案

県南部地区保育研究会として毎年保育に関する研究を続けており、現在までに保育の質の向上に
成果をあげている。

類似事務事業名

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

類似事務事業はない
理由・
改善案

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

総
合
評
価

公立保育園がすべて廃止になった場合。
研究会がその役目を終え、会を解散した場合。

現状維持により対象外

結びついている
理由・
改善案

保護者が安心して子どもを預けられる保育環境の整備を目的としているため、政策体系に結びつい
ている。

市が行わなければならない
理由・
改善案

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

現状維持

２．事務事業の事後評価【Check】

目
的
妥
当
性
評
価 ③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

現状維持（従来通り実施）
廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

県南部地区保育研究会の負担金のため、削減の余地はない。

公
平
性
評
価

受益者負担を求める必要が
ない

理由・
改善案

受益者に負担を求める余地がない。

有
効
性
評
価

成
果

向
上

維
持

○ ×

低
下

× ×



年 月
年度

３

２

２

１

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 4 7 1 日
評価対象年度　令和 3 政策体系コード 3221

施　　策 子育てと仕事の両立支援 実施計画事業・一般事業 実施計画事業
基本事業 多様で弾力的な保育環境の充実 市単独事業・国県補助事業 市単独事業

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 こども福祉部 担当課 保育課

基本目標 健やかで元気に暮らせるまちづくり 担当係 保育係 担当課長名 向田　裕

事業分類 広報・広聴・啓発事業

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約 該当なし

１．事務事業の現状把握【DO】
（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事
業
区
分

短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 任意的事業

実施方法 直営

政　　策 安心して子育てのできるまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和３年度実績（令和３年度に行った主な活動内容）

啓発活動の実施回数 回 2 6 0 0 1

育児休業制度に関するチラシを作成して、子育て支援センターや乳児健診に来場した子育て世代の
保護者に配付し制度の周知を図った。

活動指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

保育認定申請児童数 人 1,972 2,073 2,096 2,104 2,123

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

０歳児の認定申請率 ％ 9.7 11.7 10.7 11.5 11.6

市内事業所の雇用主及び子育て世代 対象指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

雇用主、被雇用者ともに育児休業制度を理解する
ことで、最長まで育児休業を取得可能にする。

（育休を１年以上取得＝0歳児の申請数が減少）

16 5 13 0 0

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（実績）

国庫支出金 千円

県支出金 千円

地方債 千円

一般財源 千円 68 21 0 0
0 0

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

需用費 3 需用費 6 需用費 0 需用費 0

報償費 65 報償費 15 報償費 0 報償費 0

0 76
トータルコスト（A)＋（B) 千円 583 537 0 0 76

人
件
費

正規職員従事人数 人 9 9 0 0 1
のべ業務時間 時間 135 135 0 0 21

事務事業マネジメントシート

事務事業名 育児休業取得促進啓発事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 5880 一般 3 2 1 育児休業取得促進啓発事業

事業
計画

単年度繰り返し
事業
期間

　H29年度～　　年度
根拠
法令

条例等

Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

時代にあった保育サービスを提供する。
育児休業取得に対する理解を深める。

上位成果指標 単位 Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（実績）

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

育児休業啓発講演参加者数
※H30より対象、実施方法を変更

人 136 ― ― ― ―

待機児童数（4/1時点） 人

低年齢児の待機児童解消対策の一環として、
また、児童の健全育成の観点から、子育てと
仕事の両立を支援するため、1年以上の家庭
での保育期間を確保できるよう、企業の育児
休業取得促進策を検討し、実施する。

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円

成果指標 単位

人件費計（B) 千円 515 516 0

事業費計（A) 千円 68 21 0

その他 千円



B表（事後評価シート）

事務事業名 育児休業取得促進啓発事業 担当部 こども福祉部 担当課 保育課 担当係 保育係

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

平成28年4月1日時点で待機児童が明らかになったことから、その解消対策の一つとして、また、親
子の関係を築く重要な時期にもかかわらず、育児休業を満足に取得できず、子の健全な成長を妨
げる要因となり、集団生活を円滑に営めない児童が増加傾向にあることから開始した。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や
国・県などの法令等、社会情勢など）は
事務事業の開始時期や合併前と比べて
どのように変化していますか？

共働き世帯の増加や就労形態の変化、核家族化の進行などにより、保育施設の利用希望者は増
加していくものと思われる。
加えて、事業の多様化、事業量の増加に伴い、保育士、保育施設、市事務担当者の負担が増大
し、保育士確保も困難を極めている。

③この事務事業に対して、関係者（市
民、議会、事務事業対象者）からどのよ
うな意見・要望がありますか？

窓口での入園に関する相談によると、1年間の育児休業期間さえ短縮している原因は、雇用主及び
同僚の理解が得られないことによると思われる。
そのような職場環境のため、他者の育休取得にも不寛容となり、悪循環を生んでいる様子。

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

市民団体、民間団体の構成員はそれぞれ民間事業所の雇用者、被雇用者であることが想定され、
それぞれの恣意的な解釈が行われるととられかねないため、市が行うことが妥当。

対象・意図を見直す必要が
ある

理由・
改善案

雇用主、被雇用者が共通理解することで育児休業が長期間（１年以上）取得可能になり、保護者が
安心して就労等と子育ての両立ができることになるため妥当ではあるが、積極的に制度を利用する
ためには、雇用主、被雇用者双方の問題意識を高める必要がある。

成果向上余地がある程度あ
る

理由・
改善案

雇用主、被雇用者双方に問題意識をもってもらい育児休業取得促進につなげるため、関係各課の
事業と関連付けて啓発事業を実施する。

類似事務事業名 男女共同参画課所管の啓発事業

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

類似事務事業があり統合・
連携できる・している 理由・

改善案

目的は、人権・男女共同参画課の実施する一連の事業と類似するため、経費を削減し、より効果を
上げる連携方法を検討する。
（連携するにあたっては、待機児童解消及び児童の健全育成という観点を加えること。）

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

総
合
評
価

育児休業制度に則って正しく育児休業を取得する保護者が増加することで、低年齢児の保育施設利用者が減少し、待機児童が解消した
時。

平成３０年度から子育て世代に対し、イクキューCafé開催（座談会）を開催したが、令和元年度以降は災害や
新型コロナウイルス感染症の流行により中止となった。令和３年度は育児休業制度に関するチラシを配布し
て制度の周知を図った。今後は関係各課と連携を図り事業のやり方の見直しを行う必要がある。

結びついている
理由・
改善案

子育てをする保護者の不安感を軽減し、仕事と子育ての両立支援を目的としているため、政策体系
に結びついている。

市が行わなければならない
理由・
改善案

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

事業のやり方改善（成果向上の見直し）

２．事務事業の事後評価【Check】

目
的
妥
当
性
評
価 ③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

目的（対象・意図）再設定 事業統合・連携
廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト

効
率
性
評
価

事業費の削減余地がある
理由・
改善案

人権・男女共同参画課及び産業立市推進課の類似事業と結び付けて実施する。

公
平
性
評
価

受益者負担を求める必要が
ない

理由・
改善案

対象者への啓発であり、サービスの提供ではないため、受益者負担を求める必要はない。

有
効
性
評
価

類似事業を実施する部署との連携にあ
たり、各部署の担う役割を明確にし、よ
り効果的に実施できるように検討する
必要がある。

①目的の明確化と多方面への啓発
②類似事業を実施する部署との連携強化

成
果

向
上

② ①

維
持

×

低
下

× ×
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